改正育児・介護休業法を受けた省令案要項・指針案が諮問・答申される

３歳までの子を養育する労働者の短時間勤務措置、子の看護休暇の充実などの施行日は２０１０年６月３０日を予定

　11月20日、労働政策審議会雇用均等分科会が行われ、育児・介護休業法の改正を踏まえた「育児休業、介護休業等又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則等の一部を改正する省令案要綱」及び「子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家族生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指針案」について答申がまとめられた。分科会の議論の内容以下のとおりです。

　なお、別添資料２の改正育児・介護休業法の施行スケジュールによると、①３歳までの子を養育する労働者に対する短時間勤務制度の措置、②子の看護休暇の充実、③男性の育児休暇取得促進策、④介護休暇の創設の施行期日は、2010年６月３０日（予定）です（従業員100人以下企業にかかる施行期日は2012年６月３０日予定）。

＜雇用均等分科会の主な内容＞

公益側：林分科会長、樋口、山川、奥山、田島各委員

労働側：小林、冨高、齋藤、山口各委員 

使用者側：川﨑、中西、布川、瀬戸、山本各委員

事務局：伊岐雇用均等・児童家庭局長、香取審議官、定塚職業家庭両立課長、吉本雇用均等政策課長、田川総務課長、美濃短時間・在宅労働課長、宮本育児・介護休業推進室長、西村均等業務指導室長、堀井総務調査官ほか

　事務局より、厚生労働大臣より労働政策審議会（雇用均等分科会）への諮問事項として、「育児休業、介護休業等又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則等の一部を改正する省令案要綱」及び「子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家族生活との両立が図られるようにするために事業主が講ずべき措置に関する指針案」について説明があり、審議を行った。

　説明の中では、前回審議で労働側が「労使協定による短時間勤務措置の除外の例示」に関し主張した、「例示の製造業において短時間勤務制度は多く導入されており、例示は削除すべき」との意見や、「製造業がすべて対象外という誤解を生じる」などの懸念が表明されたことをふまえ、事務局として、指針の修正（連合男女平等局作成・別紙3）を行った旨、説明が行われた。

　また、改正育児・介護休業法の施行日については、2010年6月30日（従業員100人以下の企業については2012年6月30日）を予定しているとの説明が行われた。

　労働側は、今回示された省令案要綱、及び指針案については基本的に同意するとした上で、この間主張してきた「労使協定による短時間勤務措置の除外」に関する指針事項について、誤解や懸念が生じないよう、法令の周知徹底を求めた。

　また、法改正による「男性の育児休業の取得促進」や、「法の実効性の確保」等について、厚労省の積極的な周知・啓発を求める意見を表明した。

　

　＜議事要旨＞

　（○労働者側、●使用者側、☆公益側、★事務局）

○　製造業であっても既に短時間勤務が導入されている職場もある。製造業では短時間勤務が導入できないと誤解されることとのないよう、法令の周知をはかるとともに、短時間労働勤務が導入されている企業の好事例の紹介を同時に行って欲しい。

○　1週間の所定労働日数が2日以下の労働者は所定外労働が免除される対象から外されたが、こうした働き方には短時間就労者も多く、所定外労働の対象からは、本来外す必要があると考えている。今後に向けては、「雇用期間１年未満の労働者」も含め、すべての労働者に所定外労働の免除が適用となるよう、検討を求めたい。

○　今回の育児・介護休業法の改正の主旨が生かされるよう、企業に対して、周知・啓発を行い、企業・管理職などが「男性の取得への理解」を深め、支援するよう、積極的な周知・啓発をお願いしたい。

また、法の実効性の確保に向け、安心して制度が取得できるよう、都道府県雇用均等室における相談体制、行政指導の強化をはかって欲しい。

★　今回表明された各委員の要望を踏まえて、法令の周知を行って行くこととしたい。特に短時間勤務が職場に導入されている好事例については紹介を行いたい。また、すべての労働者に法律が適用されるべきであるという意見については、今後の要望として受け止めたい。 

　審議の後、分科会は、今回の省令・指針の改正案を概ね妥当とし、労働政策審議会に答申することとした。

以　上

